
都道府県番号 ３６

都道府県名 徳島県

Ⅰ 学力向上推進地域名及び学校数，学力向上フロンティアスクール数

学力向上推進地域名 小学校 中学校 計
( ﾌﾛﾝﾃｨｱｽｸｰﾙ ) ( ﾌﾛﾝﾃｨｱｽｸｰﾙ ) ( ﾌﾛﾝﾃｨｱｽｸｰﾙ )うち 数 うち 数 うち 数

徳島県学力向上推進地域 ２３３校 ９３校 ３２６校
（ ２３ 校） （ １４ 校） （ ３７ 校）

Ⅱ 学力向上推進協議会（地区別協議会）の設置数及び域内の学校数

地区別協議会名 小学校 中学校 計
( ﾌﾛﾝﾃｨｱｽｸｰﾙ ) ( ﾌﾛﾝﾃｨｱｽｸｰﾙ ) ( ﾌﾛﾝﾃｨｱｽｸｰﾙ )うち 数 うち 数 うち 数

①徳島・名東地区協議会 ２７ 校 １４ 校 ４１ 校
（徳島市，佐那河内村） （ ６ 校） （ ３ 校） （ ９ 校）

②鳴門・板野地区協議会
（鳴門市，松茂町，北島 ３５ 校 １１ 校 ４６ 校
町，藍住町，板野町，上 （ ５ 校） （ ３ 校） （ ８ 校）
板町，吉野町，土成町）

③阿南・海部地区協議会
（阿南市，由岐町，日和 ３０ 校 １２ 校 ４２ 校
佐町，牟岐町，海南町， （ ３ 校） （ ２ 校） （ ５ 校）
海部町，宍喰町）

④那賀・小松島・勝浦地
区協議会（小松島市，勝 ２２ 校 １０ 校 ３２ 校
浦町 上勝町 那賀川町 （ ５ 校） （ ３ 校） （ ８ 校）， ， ，
羽ノ浦町，鷲敷町，相生
町，上那賀町，木沢村，
木頭村）

⑤名西・阿波・麻植地区
協議会 石井町 神山町 ３５ 校 １１ 校 ４６ 校（ ， ，
市場町 阿波町 鴨島町 （ ２ 校） （ １ 校） （ ３ 校）， ， ，

， ， ）川島町 山川町 美郷村

⑥美馬地区協議会
脇町 美馬町 半田町 ２９ 校 １１ 校 ４０ 校（ ， ， ，
貞光町 一宇村 穴吹町 （ １ 校） （ １ 校） （ ２ 校）， ， ，
木屋平村）

⑦三好地区協議会
（三野町，三好町，池田 ４０ 校 ８ 校 ４８ 校
町，山城町，井川町，三 （ １ 校） （ １ 校） （ ２ 校）
加茂町，東祖谷山村，西
祖谷山村）



Ⅲ 都道府県教育委員会としての支援策

（１） 地区別協議会に対して
○県教育委員会は，各地区別協議会の組織を統一するように指導した。
会長・副会長：関係市町村教育委員会の教育長
代表・副代表：小・中学校の研究指定校の校長から各１名

， ，委 員：研究指定校の校長 地区内の小・中学校教育研究団体会長
小・中学校の保護者代表（任意）

○年度始めと年度終わりの年間２回開催。その他は必要に応じて開催。
○県教育委員会は，必ず出席し，事業の進捗状況の把握と指導助言を行う。

（２） 域内の各小・中学校に対して（含：学力向上フロンティアスクール）に対
して
○学力向上フロンティアスクールにおける校内研修に指導主事の派遣要請が
あれば，積極的に参加するようにした。

○適切なデータと資料等を提供した。

（３） 実践研究の成果の普及の方策の構築
○各地区毎に，小・中学校の校種は問わず年１回は，研究発表会をするよう
にした。

○研究発表会の開催案内は，県教育委員会が行う。案内文配布先は，発表す
る地区内の全ての小・中学校，並びに県下全域の学力向上フロンティアス
クール。

○県のホームページに発表会日程を掲載。
○平成１５年度は，研究校の教材・指導資料集としてホームページに掲載予
定。

Ⅳ 学力把握のための都道府県としての取組について

○ 全県的に定期的に学力調査を実施
・ 調査の目的

高校教育改革を進める上では，児童生徒に主体的な進路選択ができるように
するためにすべての教科等の学力を育成することが求められます。しかし，こ
れらの教科等の学力は基礎学力によって支えられていると考えられ，本県では
まず，児童生徒に基礎学力を確実に定着させていくことが不可欠であると考え
ています。

， ，そこで 本年度より実施している基礎学力定着化プロジェクト事業において
その事業効果を検証するために，継続して児童生徒の基礎学力の定着状況（特
に「読み・書き・計算 ）等を把握することを目的としている。」

・ 調査対象教科，学年，範囲等
［調査対象］
小学校第５学年 ２３３校（内障害児教育諸学校５校） 約７，５００名
中学校第２学年 ９３校（内障害児教育諸学校５校） 約８，０００名

［調査内容］
小学校第５学年 国語，算数，意識等調査
中学校第２学年 国語，数学，意識等調査

［実施時間］
小学校第５学年 国語４５分，算数４０分，意識等調査５分
中学校第２学年 国語５０分，数学４５分，意識等調査５分

［調査問題等の内容］
小学校第５学年国語
小学校４年までに学習した基礎的･基本的な内容と表現力等をみる問題



小学校第５学年算数
小学校４年までに学習した基礎的･基本的な内容と思考力等をみる問題

小学校第５学年意識等調査
授業に対する興味関心等，学習スタイル，家庭学習時間，読書時間

中学校第２学年国語
中学校１年までに学習した基礎的･基本的な内容と表現力等をみる問題

中学校第２学年数学
中学校１年までに学習した基礎的･基本的な内容と思考力等をみる問題

中学校第２学年意識等調査
授業に対する興味関心等，学習スタイル，家庭学習時間，読書時間

［調査の時期，回数］
平成１５年７月１０日（木）の各学校で定める時間に実施した。
昨年度に１回実施し，今回が２回目となる。

［調査結果及びその活用］
別添資料「平成１５年度 徳島県における児童生徒の基礎学力の定着状況に

ついて」

○ フロンティアスクールを対象に学習に対する意識調査を実施
別添資料「平成１５年度 徳島県学力向上フロンティア事業に関わる意識調

査結果」

Ⅴ 学力向上推進協議会について
（１） 開催時期及び参加対象

○ 第１回 平成１５年５月７日（水）
県教育委員会関係各課の代表者・指導主事，学識経験者・各フロンティア校代

表者，幼・小・中・高・障害児教育諸学校教育研究会代表者

○ 第２回 平成１６年２月１７日（水）
県教育委員会関係各課の代表者・児童主事，学識経験者・各フロンティア校代

表者，幼・小・中・高・障害児教育諸学校教育研究会代表者

（２） 協議会の主な内容等

○ 第１回
（趣 旨）
学識経験者・各フロンティア校代表者，幼・小・中・高・障害児教育諸学校教育

研究会代表者が一堂に会し，徳島県学力向上フロンティア事業の確認と今後の取組
についての連携・協力をお願いすること。

（主な協議内容）
・徳島県学力向上推進協議会の役員選出と委員委嘱
・設置要綱についての確認
・事業の概要にいての確認
・研究の留意点についての確認

○ 第２回
（趣 旨）
徳島県学力向上推進協議会委員と県教育委員会関係者が一堂に会し，平成１５年

度事業の成果と課題を持ち寄り事業検証を行うとともに，平成１６年度の方向性を
探る。

（主な協議内容）



・研究実践校の代表校発表
徳島市不動小学校と不動中学校の共同発表
石井町高原小学校の発表
穴吹町立穴吹中学校の発表

・平成１５年度事業報告
・平成１５年度事業における反省と課題
・平成１６年度の方向性にいて
・平成１５年度の研究成果物のまとめ方について

Ⅵ 実施計画書において示した「事業評価の実施方法・内容」とその進捗状況

○ 事業評価の実施方法・内容
① 県及び地区協議会の中で，各フロンティアスクールの取組に対して協議等を
行い評価すること。

。 ，・県内７地区で最低１回は研究発表会を行う このとき地区協議会を同時開催し
地区内の研究校の研究状況を報告してもらい，評価した。

② 各フロンティアスクールの研究授業・授業研究会等に指導主事が出向いて評
価すること。

・授業研究会・校内研修への参加は１０回。近隣のフロンテイア校を招いての研
修会もあった。

③ 研究成果発表会等に参加した教職員・保護者等からの意見・感想を聴取する
こと。

・できなかった。
④ 事業成果を評価するための「基礎学力調査」の実施。
・別添資料「平成１５年度 徳島県における児童生徒の基礎学力の定着状況につ
いて」のとおり。

○ 進捗状況（成果及び課題等）
・別添資料「平成１５年度 研究の成果と課題」のとおり。

【地区別協議会における特色ある取組】

○ 地区内の学校に対する支援策
， ，・ 地区内で習熟度別指導等の研究発表会を盛んに行い 保護者や地域に対して

本事業の理解に努めている。
（徳島・名東地区協議会）

・ 学力向上フロンティア事業と放課後学習チューター事業の指定地区となり，
両事業による相乗効果を図ろうと取り組んでいる。

（名西・阿波・麻植地区協議会）
・ 学力向上フロンティア事業と国語力向上モデル事業の指定地区となり，両事
業による相乗効果を図ろうと取り組んでいる。

（美馬地区協議会）
○ 研究成果の普及の方策
・ どの地区とも研究成果の普及には，発表会を活用している。全県下に発表会
の案内をだし，研究成果の普及に努めている。

・ 研究成果は，県教育委員会が一括してとりまとめ，ホームページにて紹介し
たり，教材・指導資料集のホームページ化を進めているところである。

＊ 地区別協議会として，地区内の学校に対する支援策，学力向上フロンティアスク
ールにおける研究成果の普及の方策等について，特色があると思われる取組を他に
紹介したいポイントとともに記述し，協議会名を括弧書きすること。
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